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○ 障害者雇用対策基本方針（案） 新旧対照表

旧 新

はじめに
１ 方針の目的

この基本方針は、前回方針の運営期間における状況を踏まえ、今後の障害
者雇用対策の展開の在り方について、事業主、労働組合、障害者その他国民
一般に広く示すとともに、事業主が行うべき雇用管理に関する指針を示すこ
とにより、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図ることを目的とする
ものである。

２ 方針のねらい
我が国における障害者施策については、「障害者基本法」（昭和 45 年法律第

84 号）、同法に基づく障害者基本計画等に沿って、障害者の自立及び社会参加
の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進がなされているところであ
り、その基本的な考え方は、障害者が社会の一員として社会経済活動に参加
し、働く喜びや生きがいを見いだしていくというノーマライゼーションの理
念に沿った社会を実現することである。

このような考え方の下に、障害者の雇用施策については、同計画等を踏ま
え、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和 35 年法律第 123 号。以下「法」
という。）及び法に基づく「障害者雇用対策基本方針」（運営期間平成 15 年度
から平成 20 年度まで）に基づき、職業を通じての社会参加を進めていけるよ
う、各般の施策を推進してきたところである。

その結果、この運営期間中においては、障害者の就労意欲の高まりに加え、
ＣＳＲ（企業の社会的責任）への関心の高まり等を背景として、積極的に障
害者雇用に取り組む企業が増加する等により、障害者雇用は着実に進展して
きた。
そのような中で、精神障害者について、就労意欲の高まりが見られる中、

その雇用を促進する必要性が高まっていたこと、地域における重要な雇用の
場である中小企業において、平成 18 年以降実雇用率は上昇しているものの全
体的には障害者雇用の改善は遅れており、中小企業における障害者雇用を促
進する必要があること等を踏まえ、さらに障害者雇用施策を進める必要が生
じた。
これらを背景に、平成 17 年の法改正において、精神障害者を雇用率の算定

対象とするとともに、自宅等で就業する障害者に仕事を発注する企業に対す
る支援制度を創設した。
さらに、平成 20 年に法を改正し、障害者雇用納付金制度の適用対象をこれ

まで暫定的に適用除外されてきた中小企業にまで拡大するとともに、短時間
労働者を雇用義務の対象に加える等、障害者雇用の一層の促進を図ることと
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この基本方針は、前回方針の運営期間における状況を踏まえ、今後の障害
者雇用対策の展開の在り方について、事業主、労働組合、障害者その他国民
一般に広く示すとともに、事業主が行うべき雇用管理に関する指針を示すこ
とにより、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図ることを目的とする
ものである。

２ 方針のねらい
我が国における障害者施策については、「障害者基本法」（昭和 45 年法律第

84 号）、同法に基づく障害者基本計画等に沿って、障害者の自立及び社会参加
の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進がなされているところであ
り、その基本的な考え方は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てら
れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現す
ることである。

このような考え方の下に、障害者の雇用施策については、同計画等を踏ま
え、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和 35 年法律第 123 号。以下「法」
という。）及び法に基づく「障害者雇用対策基本方針」（運営期間平成 21 年度
から平成 25 年度まで）に基づき、職業を通じての社会参加を進めていけるよ
う、各般の施策を推進してきた。この間、短時間労働者の法定雇用率の算定
基礎への追加や障害者雇用納付金制度の対象事業主の拡大等を平成20年の法
改正で行い、平成 22 年７月から除外率を一律 10％引き下げる取組を行うとと
もに、平成 25 年４月１日から法定雇用率の引上げを行い、一般事業主の法定
雇用率は 1.8％から 2.0％となったところである。

その結果、この運営期間中においては、障害者の就労意欲の高まりに加え、
ＣＳＲ（企業の社会的責任）への関心の高まり等を背景として、積極的に障
害者雇用に取り組む企業が増加する等により、障害者雇用は着実に進展して
きた。

一方、障害者の権利に関する条約の批准に向けて平成 23 年に障害者基本法
が改正されたが、雇用分野における障害者の差別の禁止等の措置を定める必
要があった。また、企業で雇用されている精神障害者の数が増加し、その職
域も広がりをみせているため、精神障害者を障害者雇用率の算定基礎に加え
ることが求められていた。これらの状況を踏まえ、雇用の分野における障害
者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善する
ための措置を定めるとともに、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加える
等の措置を講ずる等を内容とする「障害者の雇用の促進等に関する法律の一
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している。
また、平成 19 年 12 月には、障害者基本計画の前期（平成 15 年度から平成

19 年度までの５年間）における施策の推進を踏まえ、さらに同計画に基づく
施策を着実に推進するため、後期（平成 20 年度から平成 24 年度までの５年
間）における重点施策実施５か年計画を策定したほか、「『福祉から雇用へ』
推進５か年計画」を策定した。これらの計画においては、平成 25 年度に雇用
障害者数を 64 万人とすること、平成 20 年度から平成 24 年度までの累計で公
共職業安定所を通じた障害者就職件数を 24 万件とすること、平成 23 年度ま
でに年間９千人の障害者を福祉施策から一般雇用へ移行すること等を目指す
こととしており、その目標の達成に努めることとする。

一方、企業の実雇用率について見ると、平成 17 年度以降は上昇を続け、平
成 20 年度には過去最高となる 1.59％となった。しかし、法定雇用率を依然下
回っており、特に中小企業における障害者雇用の改善が遅れているほか、経
済情勢全般が厳しくなる中で、障害者を取り巻く雇用環境は依然として厳し
いものとなっている。

また、教育及び保健福祉の分野では、特別支援教育の推進等を内容とする
「学校教育法」（昭和 22 年法律第 26 号）の改正等が行われたほか、「障害者
自立支援法」（平成 17 年法律第 123 号）が施行され、「福祉から雇用へ」の移
行の推進等、障害者がその能力や適性に応じて自立した日常生活や社会生活
を営むことができるよう支援を行うこととした。また、「発達障害者支援法」
（平成 16 年法律第 167 号）が制定され、就労の支援等を通じて、発達障害者
の自立及び社会参加に資するようその生活全般にわたる支援を図ることとさ
れた。今後、こうした施策の進展に伴い、障害者の就業ニーズは一層高まる
ことが予想される。

このような状況を踏まえ、障害者の雇用の促進のため、雇用率制度による
指導を強化していくとともに、障害者雇用納付金制度の適用対象の拡大（常
用労働者を 201 人以上雇用する事業主については平成 22 年７月１日、常用労
働者を 101 人以上雇用する事業主については平成 27 年４月１日施行）や除外
職員制度及び除外率制度の段階的縮小の着実な実施、特例子会社の活用等に
より、障害者の職場を拡大する。

さらに、精神障害者について雇用義務の対象とするための環境が早急に整
うよう、雇用支援を一層推進することとする。

また、厳しい経済情勢にかんがみ、職場定着支援や生活面も含めた支援等
により、障害者の雇用の継続・安定を図るとともに、障害の種類及び程度に
応じたきめ細かな対策を、総合的かつ計画的・段階的に推進していくことが
必要である。

特に、障害の重度化や障害者の高齢化の進展等を踏まえると、雇用、福祉
等の関係機関が密接に連携するとともに、福祉、教育等の関係者も含め、地
域において就労支援を担う人材を育成すること等により、障害者が、その意
欲・能力に応じて「福祉から雇用へ」移行できるようにしていく必要がある。
さらに、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るためには、事業主を

部を改正する法律」（平成 25 年法律第 46 号。以下「改正法」という。）が平
成 25 年６月に成立した。

また、障害保健福祉の分野では、平成 24 年に成立した「地域社会における
共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備
に関する法律」（平成 24 年法律第 51 号）において、障害者の就労の支援その
他の障害福祉サービスの今後の在り方についての検討規定が設けられるとと
もに、精神障害者の地域生活への移行を促進するため、平成 25 年に「精神保
健及び精神障害者福祉に関する法律」（昭和 25 年法律第 123 号）が改正され
た。今後、こうした施策の進展に伴い、障害者の就業ニーズは一層高まるこ
とが予想される。

こうした中、平成 25 年９月には、平成 25 年度から平成 29 年度までの概ね
５年間を対象とする障害者基本計画（第３次）を策定し、働く意欲のある障
害者がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、一般雇用
を希望する場合にはできる限り一般雇用に移行できるように、総合的な支援
を推進することとした。

この計画においては、平成 29 年度に 50 人以上規模の企業で雇用される障
害者数を 46.6 万人とすること、平成 25 年度から平成 29 年度までの累計で公
共職業安定所を通じた障害者就職件数を 37 万件とすること、平成 26 年度ま
でに年間１万人の障害者を福祉施策から一般雇用へ移行すること等を目指す
こととしており、その目標の達成に努めることとする。

このため、公共職業安定所による雇用率未達成企業に対する厳正な雇用率
達成指導を実施していくとともに、障害者雇用納付金制度の対象事業主の拡
大（常用労働者を100人超雇用する事業主については平成27年４月１日施行）
や除外職員制度及び除外率制度の段階的縮小の着実な実施、特例子会社の活
用等により、障害者の職場を拡大する。

さらに、改正法について、平成 28 年４月からの障害者の差別禁止等に係る
規定の円滑な施行に向け、同法に規定する「障害者に対する差別の禁止に関
する指針」及び「雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機
会の確保等に関する指針」の策定等を行い、障害者と障害者でない者との均
等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有効な発揮を図るとと
もに、平成 30 年４月から法定雇用率の算定基礎に精神障害者が追加されるこ
とを踏まえ、企業が精神障害者の雇用に着実に取り組むことができるよう、
就労支援の更なる充実を図る。

また、職場定着支援や生活面も含めた支援等により、障害者の雇用の継続・
安定を図るとともに、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな対策を、総合
的かつ計画的・段階的に推進していくことが必要である。

特に、働く意欲のある障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮するこ
とができるよう、雇用、福祉、医療等の関係機関が密接に連携するとともに、
福祉、教育、医療等の関係者も含め、地域において就労支援を担う人材を育
成すること等により、障害者が、一般雇用へ移行できるようにしていく必要
がある。さらに、障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るためには、
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はじめとする国民一般の障害者雇用への理解が不可欠であることを念頭に置
きつつ、引き続き人権の擁護の観点を含めた障害の特性等に関する正しい理
解を促進することが重要である。
このほか、適正な雇用管理の確保という観点からは、平成 18 年 12 月に国

連総会で採択され、平成 19 年９月に我が国も署名した障害者の権利に関する
条約（以下「障害者権利条約」という。）に対応するため、障害を理由とする
差別の禁止、職場における「合理的配慮」の提供等について、国内法制の整
備に向けた検討を行う。また、企業内での障害者への暴行その他の雇用管理
等に問題のある事案が発生しており、このような行為を防止するための取組
を進める必要がある。

３ 方針の運営期間
この方針の運営期間は、平成 21 年度から平成 25 年度までの５年間とする。

第１ 障害者の就業の動向に関する事項
１ 障害者人口の動向
(1) 身体障害者人口の動向

我が国の 18 歳以上の身体障害者数は、平成 18 年において、在宅の者 348
万３千人（平成 18 年厚生労働省「身体障害児・者実態調査」）、施設入所者８
万１千人（平成 18 年厚生労働省「社会福祉施設等調査」）となっており、平
成 13 年時（それぞれ 324 万５千人（平成 13 年厚生労働省「身体障害児・者
実態調査」）、18 万１千人（厚生労働省調べ））と比べて、在宅の者については
増加しており、施設入所者については減少している。

在宅の者について程度別の状況（平成 18 年）をみると、１級及び２級の重
度身体障害者は 167 万５千人となっており、重度身体障害者は身体障害者総
数の 48.1％を占め、平成 13 年の 45.1％と比べ、3.0 ポイントの増加となり、
重度身体障害者の割合が増加している。

また、年齢別の状況（平成 18 年）をみると、65 歳以上の者が 221 万人と
その 63.5％（平成 13 年と比べて 1.7 ポイント上昇）を占めており、一段と高
齢化が進んでいる。

(2) 知的障害者人口の動向
知的障害者数（18 歳以上）は、平成 17 年において、在宅の者 29 万人（平

成 17 年厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」）、施設入所者 12 万人（厚
生労働省調べ）となっており、平成 12 年時（それぞれ 22 万１千人（平成 12
年厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」）、12 万１千人（厚生労働省調べ））
と比べて、在宅の者については増加している。

在宅の者について程度別の状況をみると、最重度の者４万人、重度の者７
万４千人、中度の者７万９千人、軽度の者６万３千人となっている（平成 17
年厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」）。

事業主をはじめとする国民一般の障害者雇用への理解が不可欠であることを
念頭に置きつつ、引き続き人権の擁護の観点を含めた障害の特性等に関する
正しい理解を促進することが重要である。

このほか、使用者による障害者虐待については、平成 24 年 10 月に施行さ
れた「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平
成 23 年法律第 79 号。以下「障害者虐待防止法」という。）に基づき、その防
止を図る。

３ 方針の運営期間
この方針の運営期間は、平成 26 年度から平成 29 年度までの４年間とする。

第１ 障害者の就業の動向に関する事項
１ 障害者人口の動向
(1) 身体障害者人口の動向

身体障害者数は、平成 23 年において、在宅の者 386 万 4 千人（平成 23 年
厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態
調査）」）、施設入所者７万３千人（平成 23 年厚生労働省「社会福祉施設等調
査」等）となっており、平成 18 年時（それぞれ 357 万６千人（平成 18 年厚
生労働省「身体障害児・者実態調査」）、８万７千人（平成 18 年厚生労働省「社
会福祉施設等調査」等））と比べて、在宅の者については増加しており、施設
入所者については減少している。

在宅の者について程度別の状況（平成 23 年）をみると、１級及び２級の重
度身体障害者は 163 万７千人となっており、重度身体障害者は身体障害者総
数の 42.4％を占め、平成 18 年の 48.6％と比べ、6.2 ポイントの減少となり、
重度身体障害者の割合が減少している。

また、年齢別の状況（平成 23 年）をみると、65 歳以上の者が 266 万人と
その 70.0％（平成 18 年と比べて 6.5 ポイント上昇）を占めており、一段と高
齢化が進んでいる。

(2) 知的障害者人口の動向
知的障害者数は、平成 23 年において、在宅の者 62 万２千人（平成 23 年厚

生労働省「生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調
査）」）、施設入所者 11 万９千人（平成 23 年厚生労働省「社会福祉施設等調査」）
となっており、平成 17 年時（それぞれ 41 万９千人（平成 17 年厚生労働省「知
的障害児（者）基礎調査」）、12 万８千人（平成 17 年厚生労働省「社会福祉施
設等調査」））と比べて、在宅の者については増加している。

在宅の者について程度別の状況をみると、重度の者 24 万２千人、その他の
者 30 万３千人となっている（平成 23 年厚生労働省「生活のしづらさなどに
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(3) 精神障害者人口の動向
精神障害者数は平成 17 年において、在宅 267 万５千人（平成 17 年厚生労

働省患者調査）、精神科病院入院 35 万３千人となっているが、このうちには、
統合失調症、気分〔感情〕障害（そううつ病を含む。）、神経症、てんかん等
種々の精神疾患を有する者が含まれている。

また、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（昭和 25 年法律第 123
号）に基づく精神障害者保健福祉手帳は、平成 19 年３月末現在で 44 万３千
人に対して交付されており、その内訳を障害等級別にみると、１級（精神障
害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの）の者
は７万９千人、２級（精神障害であって、日常生活が著しい制限を受けるか、
又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの）の者は 27
万１千人、３級（精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受
けるか、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程
度のもの）の者は９万３千人となっている（平成 19 年度厚生労働省「保健・
衛生行政業務報告」）。

２ 障害者の就業の動向
(1) 障害者の就業状況

身体障害者の就業者数（平成 18 年厚生労働省「身体障害児・者実態調査」
による推計）は、平成 18 年において 71 万１千人と推計され、平成 13 年にお
ける 73 万８千人（平成 13 年厚生労働省「身体障害児・者実態調査」）と比べ
て減少しており、就業率は 20.4％と平成 13 年と比べて 2.9 ポイント低下して
いる。

知的障害者の就業者数（平成 17 年厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」
による推計）は、平成 17 年において、15 万７千人と推計され、平成 12 年に
おける 13 万８千人（平成 12 年厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」）と
比べて増加している。

(2) 障害者の雇用状況
平成 15 年に５人以上の常用労働者を雇用している事業所を対象に行われ

た「障害者雇用実態調査」（平成 15 年厚生労働省）によれば、常用雇用され
ている障害者は 49 万６千人であり、内訳は、身体障害者 36 万９千人、知的
障害者 11 万４千人、精神障害者１万３千人となっている。

56 人以上の常用労働者を雇用している事業所の平成 20 年６月１日時点に
おける障害者の雇用状況を見ると、実雇用率は前回の障害者雇用対策基本方

関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）」）。

(3) 精神障害者人口の動向
精神障害者数は平成 23 年において、在宅 287 万８千人、精神科病院入院 32

万３千人（平成 23 年厚生労働省「患者調査」）となっており、平成 17 年時（そ
れぞれ 267 万５千人、35 万３千人（平成 17 年厚生労働省「患者調査」））と比
べて増加している。このうちには、統合失調症、気分〔感情〕障害（そうう
つ病を含む。）、神経症、てんかん等種々の精神疾患を有する者が含まれてい
る。

また、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（昭和 25 年法律第 123
号）に基づく精神障害者保健福祉手帳は、平成 25 年３月末現在で 69 万６千
人に対して交付されており、その内訳を障害等級別にみると、１級（精神障
害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの）の者
は 10 万２千人、２級（精神障害であって、日常生活が著しい制限を受けるか、
又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの）の者は 43
万１千人、３級（精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受
けるか、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程
度のもの）の者は 16 万３千人となっており（平成 24 年度厚生労働省「保健・
衛生行政業務報告」）、平成 19 年時（それぞれ 44 万３千人、７万９千人、27
万１千人、９万３千人（平成 19 年度厚生労働省「保健・衛生行政業務報告」））
と比べて、大幅に増加している。

２ 障害者の就業の動向
(1) 障害者の就業状況

平成 23 年において、身体障害者の就業者の割合は 45.5％、知的障害者の就
業者の割合は 51.9％、精神障害者の就業者の割合は 28.5％（いずれも厚生労
働省調べ）となっている。

(2) 障害者の雇用状況
50 人以上の常用労働者を雇用している事業所の平成 25 年６月１日時点に

おける障害者の雇用状況を見ると、前回の障害者雇用対策基本方針（平成 21
年度から平成 25 年度まで）の運営期間中に、雇用障害者数は 33 万３千人か
ら 40 万９千人に増加し、実雇用率は 1.63％から 1.76％に上昇しているが、
法定雇用率引上げの影響もあり、法定雇用率達成企業の割合は 45.5％から
42.7％に低下している。障害種別毎の雇用状況を見ると、同期間中に、身体
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針（平成 15 年度から平成 20 年度まで）の運営期間中に、1.48％から 1.59％
に上昇し、法定雇用率未達成企業の割合は57.5％から55.1％に低下している。
企業規模別の状況を見ると、56～99 人規模の企業の実雇用率は 1.42％、100
～299 人規模では 1.33％、300～499 人規模では 1.54％、500～999 人規模では
1.59％、1,000 人以上規模では 1.78％と、いずれも法定雇用率（1.8％）を下
回っている。従来は規模の小さい企業で実雇用率が高く、規模の大きい企業
で実雇用率が低いという傾向にあったが、近年は規模の小さい企業の実雇用
率の低下が顕著であり、実雇用率が上昇する傾向にある規模の大きい企業と
規模の小さい企業で実雇用率の逆転が見られる。

一方、公共職業安定所における障害者である有効求職者は 15 万２千人（平
成 20 年 12 月現在）であるが、そのうち身体障害者は８万６千人、知的障害
者は３万２千人、精神障害者は３万３千人となっており、知的障害者及び精
神障害者の占める割合が年々増加している。また、身体障害者のうち重度身
体障害者数は約３万７千人となっている。
さらに、障害者の解雇者については、平成 19 年度における公共職業安定所

に届け出られた障害者解雇者数は 1,523 人であるが、平成 20 年に入り雇用情
勢が厳しくなっている中で、12 月現在で 1,411 人となっており、前年度同月
までとの比較で約 32.9％増加している。

第２ 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るため講じ
ようとする施策の基本となるべき事項

障害者の就労意欲が高まってきている一方、障害の重度化や障害者の高齢化が
進展するとともに、発達障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等障害が多様
化してきている。これらに対応して、障害者や事業主の職業リハビリテーション
に対する需要は多様化、複雑化しており、このような中で、福祉、保健・医療、
教育等の関係機関と連携しながら、障害の種類及び程度に応じた職業リハビリテ
ーションの措置を総合的かつ効果的に実施し、障害者の職業的自立を進めていく
ことが重要となっている。今後は、こうした観点から、以下に重点を置いた施策
の展開を図っていくものとする。
１ 障害の種類及び程度に応じたきめ細やかな支援技法等の開発、推進

職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るために
は、その開発を進めるとともに、職業指導、職業訓練、職業紹介、職場定着
を含めた就職後の助言指導等各段階ごとにきめ細かく各種の支援を実施して
いくことが重要である。また、技術革新、企業形態の変化、高齢化等企業を
取り巻く環境が変化する中で、障害者の職業生活における諸問題に適切に対

障害者は 26 万８千人から 30 万４千人に、知的障害者は５万７千人から８万
３千人に、精神障害者は８千人から２万２千人に増加している。企業規模別
の状況を見ると、50 人以上 56 人未満規模の企業の実雇用率は 1.56％、56 人
以上 100 人未満規模では 1.39％、100 人以上 300 人未満規模では 1.52％、300
人以上 500 人未満規模では 1.71％、500 人以上 1,000 人未満規模では 1.77％、
1,000 人以上規模では 1.98％と、いずれも法定雇用率（2.0％）を下回ってい
る。従来は規模の小さい企業で実雇用率が高く、規模の大きい企業で実雇用
率が低いという傾向にあったが、近年は全体として実雇用率は伸びているも
のの、規模の大きい企業で実雇用率が高く、規模の小さい企業の実雇用率が
低い。

一方、公共職業安定所における障害者である有効求職者は 20 万７千人（平
成 25 年 12 月現在）であるが、そのうち身体障害者は９万２千人、知的障害
者は４万人、精神障害者は７万人となっており、知的障害者及び精神障害者
の占める割合が年々増加している。また、身体障害者のうち重度身体障害者
数は４万人、知的障害者のうち重度知的障害者数は９千人となっている。ま
た、公共職業安定所における障害者の就職件数は６万件（平成 25 年 12 月現
在）であるが、そのうち身体障害者は２万２千件、知的障害者は１万３千件、
精神障害者は２万３千件となっており、精神障害者の占める割合が年々増加
している。また、身体障害者のうち重度身体障害者数は９千件、知的障害者
のうち重度知的障害者数は３千件となっている。
さらに、障害者の解雇者については、平成 24 年度における公共職業安定所

に届け出られた障害者解雇者数は 1,539 人であるが、平成 25 年に入り雇用情
勢が改善している中で、12 月現在で 857 人となっており、前年度同月までと
の比較で 25.6％減少している。

第２ 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るため講じ
ようとする施策の基本となるべき事項

精神障害者を中心に障害者の就労意欲が高まってきている一方、発達障害、難
病等に起因する障害、高次脳機能障害等障害が多様化してきている。これらに対
応して、障害者や事業主の職業リハビリテーションに対する需要は多様化、複雑
化しており、このような中で、福祉、教育、医療等の関係機関と連携しながら、
障害の種類及び程度に応じた職業リハビリテーションの措置を総合的かつ効果
的に実施し、障害者の職業的自立を進めていくことが重要となっている。今後は、
こうした観点から、以下に重点を置いた施策の展開を図っていくものとする。

１ 障害の種類及び程度に応じたきめ細かな支援技法等の開発、推進
職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るために

は、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな支援技法等の開発を進めるとと
もに、職業指導、職業訓練、職業紹介、職場定着を含めた就職後の助言指導
等各段階ごとにきめ細かく各種の支援を実施していくことが重要である。ま
た、技術革新、企業形態の変化、高齢化等企業を取り巻く環境が変化する中
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応していく必要もある。このため、障害者職業総合センターにおいて、発達
障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等障害の多様化への対応を含め、
障害の種類及び程度に応じた職業リハビリテーションの技法等の開発に努め
るとともに、広域障害者職業センターとも連携を図りつつ、地域障害者職業
センターが中核となって関係行政機関、企業との密接な連携の下に職業リハ
ビリテーションを推進する。

２ きめ細かな支援が必要な障害者に対する職業リハビリテーションの推進
発達障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等障害が多様化してきてい

る中で、障害者を雇用に結びつけ、職場に定着させるためには、地域の福祉、
教育等の関係機関と連携しながら、個々の障害者の障害の特性及び職場の状
況を踏まえた専門的できめ細やかな人的支援を行う必要がある。その際、知
的障害者や精神障害者等一般雇用に就き、又は職場に定着するためにきめ細
かな支援が必要な障害者については、実際の職場環境の中での基本的な労働
習慣の習得等が重要であり、トライアル雇用やチャレンジ雇用等を通じて、
実際の作業現場を活用した職業リハビリテーションを引き続き推進する。

このため、障害者が就職を目指して実習を行っている現場や雇用されて働
いている職場において職場適応援助者（ジョブコーチ）による専門的な支援
を行うほか、公共職業安定所が中心となって地域で「障害者就労支援チーム」
を編成し、就職から職場定着まで一環した支援を行う「チーム支援」を推進
することにより、障害者の就職及び職場定着の促進を図る。

特に、特別支援学校の生徒の企業への就労を進めるため、生徒一人一人の
将来の就労に向けた個別の教育支援計画を作成・活用する際に、雇用、福祉
等の関係機関において教育機関と十分な連携・協力を図る等、在学中から卒
業後を通じた支援を行う。また、現在の厳しい雇用情勢の中、在学中の職場
実習が就職に結び付かない事例も見られることから、特別支援学校と連携し
ながら、特別支援学校生徒に対するきめ細かな支援を行う。

３ 職業能力開発の推進
障害者が職業に就くために必要な能力を習得する機会を確保するため、一

般の公共職業能力開発施設における施設・設備面でのバリアフリー化を推進
するとともに、障害者に配慮した訓練内容の訓練科の設置等を進め、障害者
の受入れを一層促進する。

一般の公共職業能力開発施設において受講することが困難な重度障害者等
に対しては、障害者職業能力開発校において、障害の重度化・多様化等障害
の特性や程度に配慮した訓練を実施するとともに、サービス経済化や情報化
の進展に対応した訓練科目の設定、見直し等を進める。特に、職業訓練上特

で、障害者の職業生活における諸問題に適切に対応していく必要もある。こ
のため、障害者職業総合センターにおいて、発達障害、難病等に起因する障
害、高次脳機能障害等障害の多様化への対応を含め、障害の種類及び程度に
応じた職業リハビリテーションの技法等の開発に努めるとともに、広域障害
者職業センターとも連携を図りつつ、地域障害者職業センターが中核となっ
て関係行政機関、福祉、教育、医療等の関係機関、企業との密接な連携の下
に職業リハビリテーションを推進する。

２ きめ細かな支援が必要な障害者に対する職業リハビリテーションの推進
発達障害、難病等に起因する障害、高次脳機能障害等障害が多様化してき

ている中で、障害者を雇用に結びつけ、職場に定着させるためには、地域の
福祉、教育、医療等の関係機関と連携しながら、個々の障害者の障害の特性
及び職場の状況を踏まえた専門的できめ細かな人的支援を行う必要がある。
その際、知的障害者や精神障害者等一般雇用に就き、又は職場に定着するた
めにきめ細かな支援が必要な障害者については、実際の職場環境の中での基
本的な労働習慣の習得等が重要であり、職場実習やチャレンジ雇用等を通じ
て、実際の作業現場を活用した職業リハビリテーションを引き続き推進する。
また、障害者が就職を目指して実習を行っている現場や雇用されて働いて

いる職場において職場適応援助者（ジョブコーチ）による専門的な支援を行
うほか、公共職業安定所が中心となって地域で「障害者就労支援チーム」を
編成し、就職から職場定着まで一環した支援を行う「チーム支援」の一層の
充実等公共職業安定所のマッチング機能の強化、障害者トライアル雇用事業
の拡充を実施することにより、障害者の就職及び職場定着の促進を図る。
特に、特別支援学校及び高等学校等の障害のある生徒の企業への就労を進

めるため、生徒一人一人の将来の就労に向けた個別の教育支援計画を作成・
活用する際に、雇用、福祉等の関係機関において教育機関と十分に連携・協
力し、在学中における職場実習の実施や卒業後における職場定着の推進を図
る等、在学中から卒業後を通じたきめ細かな支援を行う。
さらに、公共職業安定所に精神障害、発達障害、難病等に起因する障害等

の障害特性に対応した専門職員を配置するなど、きめ細かな就労支援体制の
充実を図る。

３ 職業能力開発の推進
障害者が職業に就くために必要な能力を習得する機会を確保するため、障

害者職業能力開発校においては、職業訓練上特別な支援を要する障害者や、
一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を受講することが困難な障害
者等に対して、障害の特性や程度に配慮した職業訓練を実施するとともに、
その受入を促進するため、訓練環境の整備等の充実を図る。特に新規求職者
の増加が著しい精神障害者や発達障害者等に対応した職業訓練科目の設定、
見直し等を進める。また、より効果的な職業訓練を推進するため、障害を補
うための職業訓練支援機器等の整備や専門家による支援を行うとともに、職
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別な支援を要する障害者に対する障害特性や企業ニーズに対応した職業訓練
を推進する。また、より効果的な訓練を推進するため、障害の特性や程度に
応じそのハンディキャップを補うための訓練支援機器等の整備や人的支援を
行うとともに、重度身体障害者、知的障害者、精神障害者、発達障害者等に
対応した訓練手法の充実・向上、民間外部講師の活用等に努める。

加えて、技術革新に伴う職務内容の多様化等に対応し、在職する障害者の
職業能力の向上を図るための在職者訓練を実施するほか、事業所においても
在職障害者に対する効果的な職業能力開発が行われるよう、関係機関との密
接な連携の下に、事業主や障害者に対する相談、援助等の支援を行う。

また、それぞれの地域において障害者に可能な限り多くの訓練機会を提供
できるよう、民間の教育訓練機関や社会福祉法人、ＮＰＯ（特定非営利活動
法人）、事業主等、多様な職業能力開発資源を活用した委託訓練を幅広く実施
する。特に、障害の重度化・多様化等が進んでいる特別支援学校の生徒につ
いては、在学中から訓練機会の提供を行う。また、インターネットを活用し、
在宅でも随時能力開発ができるよう訓練機会の提供を行う。

さらに、「福祉から雇用へ」の移行を促進するため、他の就労支援機関や福
祉、教育等の関係機関との連携を図り、職業訓練の受講を促進する。

４ 実施体制の整備
障害者の職業的自立を進めるためには、障害者が生活している地域社会に

おいて、福祉、保健・医療、教育等の関係機関との緊密な連携の下に、きめ
細かな職業リハビリテーションの措置を提供していくとともに、各支援機関
が役割分担をしつつ個々の障害者のニーズに対応した長期的な支援を総合的
に行うためのネットワークを地域ごとに構築することが重要である。このた
め、公共職業安定所、障害者職業センターを始めとする職業リハビリテーシ
ョン実施機関において従来よりも専門的な相談・援助を行う等職業リハビリ
テーションの措置を充実する。また、障害者が、雇用の分野と福祉の分野と
の間を円滑に移行できるようにするためにも障害者の雇用を支援するネット
ワークの形成等を進め、教育、福祉及び医療・保健機関との連携を強化する。
特に、地域レベルでは、雇用、福祉、保健・医療、教育等の関係機関との

連携を図りつつ就業面と生活面の双方の支援を一体的かつ総合的に提供する
障害者就業・生活支援センターを、全障害保健福祉圏域への設置に向けて計
画的に設置するとともに、就職後の職場定着も含めた支援ニーズや支援実績
等に応じた支援員の加配等による支援体制の充実を図る。

また、職業リハビリテーションの措置の開発を推進するため、障害者職業
総合センター等の機能強化を図り、職場における人的支援を強化するため職
場適応援助者（ジョブコーチ）の積極的な育成を図る。

業訓練手法の充実・向上に努める。
加えて、技術革新に伴う職務内容の多様化等に対応し、在職する障害者の

職業能力の向上を図るための在職者訓練を実施するほか、事業所においても
在職障害者に対する効果的な職業能力開発が行われるよう、関係機関との密
接な連携の下に、事業主や障害者に対する相談、援助等の支援を行う。

また、一般の公共職業能力開発施設においても、障害者に対する職業訓練
技法等の普及を推進することにより、障害者に配慮した訓練科目の設置等を
進める。

加えて、それぞれの地域において障害者に可能な限り多くの職業訓練機会
を提供するため、民間の教育訓練機関や社会福祉法人、企業等、多様な職業能
力開発資源を活用した委託訓練を幅広く実施する。特に、精神障害者等に対す
る職業訓練機会を拡充するために、障害特性に配慮した訓練カリキュラムや指
導技法等の普及を促進する。さらに、障害の多様化等が進んでいる特別支援学
校等の生徒については、在学中から職業訓練機会の提供を行うとともに、イン
ターネットを活用し、在宅でも随時職業能力開発ができるよう職業訓練機会を
提供する。

あわせて、障害者の職業能力開発を効果的に行うため、地域における雇用、
福祉、教育等の関係機関が連携の強化を図りながら職業訓練を実施するととも
に、障害者の職業能力の開発・向上の重要性に対する事業主や国民の理解を高
めるための啓発に努める。

４ 実施体制の整備
障害者の職業的自立を進めるためには、障害者が生活している地域社会に

おいて、福祉、教育、医療等の関係機関との緊密な連携の下に、企業のニー
ズを踏まえつつ、きめ細かな職業リハビリテーションの措置を提供していく
とともに、各支援機関が役割分担をしつつ個々の障害者のニーズに対応した
長期的な支援を総合的に行うためのネットワークを地域ごとに構築すること
が重要である。このため、公共職業安定所、障害者職業センターを始めとす
る職業リハビリテーション実施機関において従来よりも専門的な相談・援助
を行う等職業リハビリテーションの措置を充実する。また、障害者が、雇用
の分野と福祉の分野との間を円滑に移行できるようにするためにも障害者の
雇用を支援するネットワークの形成等を進め、福祉、教育、医療等の関係機
関との連携を強化する。
特に、地域レベルでは、雇用、福祉、教育、医療等の関係機関との連携を

図りつつ就業面と生活面の双方の支援を一体的かつ総合的に提供する障害者
就業・生活支援センターの全障害保健福祉圏域への設置に向けて計画的な設
置を進める。加えて、就職後の職場定着も含めた支援ニーズや支援実績等に
応じた就業支援担当者の加配等による支援体制の充実や障害者、企業双方の
ニーズに迅速に対応するためのコーディネート機能の強化、障害者就業・生
活支援センター間のネットワーク形成の促進等による支援水準の向上を図
る。
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５ 専門的知識を有する人材の育成
障害の重度化、発達障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等障害の多

様化、障害者の高齢化が進展し、必要とされる障害者の職業リハビリテーシ
ョンも多様化、複雑化している中で、障害の種類及び程度に応じたきめ細か
な職業リハビリテーションの措置を講ずるためには、これらの障害の特性や
措置に関する専門的知識を有する人材の育成が重要である。このため、公共
職業安定所職員、障害者職業相談員、障害者職業カウンセラー、職場適応援
助者（ジョブコーチ）、就業支援担当者等に対して必要な知識の付与、専門的
技法の指導等を行い、職業リハビリテーションに従事する人材の養成と資質
向上をより一層積極的かつ着実に推進する。また、これとあわせて、「福祉か
ら雇用へ」の移行を促進するため、障害者職業総合センター及び地域障害者
職業センターにおいて、障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業
所等地域の関係機関で就労支援に従事する者に対する研修を実施する等、そ
の資質の向上を図る。

さらに、法に基づき企業が選任する障害者職業生活相談員等の資質の向上
にも努め、産業医の活用を図る。

なお、これらの専門的知識を有する人材の育成に当たっては、障害者自身
の有する経験や実際に障害者が雇用されている事業所において経験的に獲得
された知識、技法等の活用を図る。

６ 進展するＩＴの積極的活用
近年急速に進展するＩＴの利用・活用が障害者の働く能力を引き出し職業

的自立を促す効果は大きいことから、その積極的な活用を図る。

第３ 事業主が行うべき雇用管理に関して指針となるべき事項
事業主は、関係行政機関や事業主団体の援助と協力の下に、以下の点に配慮

しつつ適正な雇用管理を行うことにより、障害者が男女ともにその能力や適性が
十分発揮でき、障害のない人とともに生きがいを持って働けるような職場作りを
進めるとともに、その職業生活が質的に向上されるよう努めるものとする。

１ 基本的な留意事項
(1) 採用及び配置

障害者個々人の能力が十分発揮できるよう、障害の種類及び程度を勘案

また、職業リハビリテーションの措置の開発を推進するため、障害者職業
総合センター等の機能強化を図る。
さらに、精神障害者を中心とした障害者の就労意欲の高まりとともに、定

着支援ニーズが拡大していることから、職場における人的支援を強化するた
め職場適応援助者（ジョブコーチ）の質的な充実及び量的な拡大を図る。

５ 専門的知識を有する人材の育成
発達障害、難病等に起因する障害、高次脳機能障害等障害の多様化、障害

者の高齢化が進展し、必要とされる障害者の職業リハビリテーションも多様
化、複雑化している中で、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな職業リハ
ビリテーションの措置を講ずるためには、これらの障害の特性や措置に関す
る専門的知識を有する人材の育成が重要である。
このため、公共職業安定所職員、障害者職業カウンセラー、職場適応援助

者（ジョブコーチ）、就業支援担当者等に対して必要な知識の付与、専門的技
法の指導等を行い、職業リハビリテーションに従事する人材の養成と資質向
上をより一層積極的かつ着実に推進する。特に精神障害者等の特定の障害へ
の対応を図る。
また、これとあわせて、一般雇用への移行を促進するため、障害者職業総

合センター及び地域障害者職業センターにおいて、医療機関や教育機関等就
労支援に携わる機関や人材の多様化に対応した研修内容の見直し、再構築を
行い、人材育成機能の強化を図るとともに、就労移行支援事業所等地域の関
係機関で就労支援に従事する者に対する研修、助言・援助を実施する。

さらに、法に基づき企業が選任する障害者職業生活相談員等の資質の向上
にも努め、産業医や精神保健福祉士等の専門家の活用を図る。

なお、これらの専門的知識を有する人材の育成に当たっては、障害者自身
の有する経験や実際に障害者が雇用されている事業所において経験的に獲得
された知識、技法等の活用を図る。

６ 進展するＩＴの積極的活用
近年急速に進展するＩＴの利用・活用が障害者の働く能力を引き出し職業

的自立を促す効果は大きいことから、その積極的な活用を図る。

第３ 事業主が行うべき雇用管理に関して指針となるべき事項
事業主は、関係行政機関や事業主団体の援助と協力の下に、以下の点に配慮

しつつ適正な雇用管理を行うことにより、障害者が男女ともにその能力や適性が
十分発揮でき、障害のない人とともに生きがいを持って働けるような職場作りを
進めるとともに、その職業生活が質的に向上されるよう努めるものとする。

１ 基本的な留意事項
(1) 採用及び配置

障害者個々人の能力が十分発揮できるよう、障害の種類及び程度を勘案
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した職域を開発することにより積極的な採用を図る。また、採用試験を行
う場合には、募集職種の内容や採用基準等を考慮しつつ、応募者の希望を
踏まえた点字や拡大文字の活用、手話通訳者等の派遣、試験時間の延長や
休憩の付与等、応募者の能力を適切に評価できるような配慮を行うよう努
める。

さらに、必要に応じて職場環境の改善を図りつつ、障害者個々人の適性
と能力を考慮した配置を行う。

(2) 教育訓練の実施
障害者は職場環境や職務内容に慣れるまでより多くの日時を必要とする

場合があることに配慮し、十分な教育訓練の期間を設ける。
また、技術革新等により職務内容が変化することに対応して障害者の雇

用の継続が可能となるよう能力向上のための教育訓練の実施を図る。
これらの教育訓練の実施に当たっては、障害者職業能力開発校等関係機

関で実施される在職者訓練等の活用も考慮する。

(3) 処遇
障害者個々人の能力の向上や職務遂行の状況を適切に把握し、適性や希

望等も勘案した上で、その能力に応じ、キャリア形成にも配慮した適正な
処遇に努める。

なお、平成 20 年の法改正により、平成 22 年７月から、重度でない身体
障害者又は知的障害者である短時間労働者についても実雇用率の算定対象
となる。障害者である短時間労働者が通常の所定労働時間働くこと等を希
望する旨の申出があったときは、事業主は、当該障害者の有する能力に応
じた適正な待遇を行うよう努めることとされている（法第 80 条）。社会保
険料負担を免れる目的で、その雇用する障害者の勤務形態を一方的に短時
間労働に変更することは、不適切な待遇に当たるものであり、本人の希望、
能力等を踏まえた適切な待遇に努める。

(4) 安全・健康の確保
障害の種類及び程度に応じた安全管理を実施するとともに、職場内にお

ける安全を図るために随時点検を行う。また、非常時においても安全が確
保されるよう施設等の整備を図る。

さらに、法律上定められた健康診断の実施はもとより、障害の特性に配
慮した労働時間の管理等、障害の種類及び程度に応じた健康管理の実施を
図る。

(5) 職場定着の推進
障害者の職業の安定を図るためには、雇入れの促進のみならず、雇用の

継続が重要であることから、障害があるために生じる個々人の課題を把握
し、適正な雇用管理を行うことにより、職場への定着を図る。

した職域を開発することにより積極的な採用を図る。また、採用試験を行
う場合には、募集職種の内容や採用基準等を考慮しつつ、応募者の希望を
踏まえた点字や拡大文字の活用、手話通訳者等の派遣、試験時間の延長や
休憩の付与等、応募者の能力を適切に評価できるような配慮を行うよう努
める。

さらに、必要に応じて職場環境の改善を図りつつ、障害者個々人の適性
と能力を考慮した配置を行う。

(2) 教育訓練の実施
障害者は職場環境や職務内容に慣れるまでより多くの日時を必要とする

場合があることに配慮し、十分な教育訓練の期間を設ける。
また、技術革新等により職務内容が変化することに対応して障害者の雇

用の継続が可能となるよう能力向上のための教育訓練の実施を図る。
これらの教育訓練の実施に当たっては、障害者職業能力開発校等関係機

関で実施される在職者訓練等の活用も考慮する。

(3) 処遇
障害者個々人の能力の向上や職務遂行の状況を適切に把握し、適性や希

望等も勘案した上で、その能力に応じ、キャリア形成にも配慮した適正な
処遇に努める。

なお、短時間労働者である障害者についても実雇用率の算定対象となっ
ているが、障害者である短時間労働者が通常の所定労働時間働くこと等を
希望する旨の申出があったときは、事業主は、当該障害者の有する能力に
応じた適正な待遇を行うよう努めることとされている（法第 80 条）。社会
保険料負担を免れる目的で、その雇用する障害者の勤務形態を一方的に短
時間労働に変更することは、不適切な待遇に当たるものであり、本人の希
望、能力等を踏まえた適切な待遇に努める。

(4) 安全・健康の確保
障害の種類及び程度に応じた安全管理を実施するとともに、職場内にお

ける安全を図るために随時点検を行う。また、非常時においても安全が確
保されるよう施設等の整備を図る。

さらに、法律上定められた健康診断の実施はもとより、障害の特性に配
慮した労働時間の管理等、障害の種類及び程度に応じた健康管理の実施を
図る。

(5) 職場定着の推進
障害者の職業の安定を図るためには、雇入れの促進のみならず、雇用の

継続が重要であることから、障害があるために生じる個々人の課題を把握
し、適正な雇用管理を行うことにより、職場への定着を図る。
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また、法に基づき企業が選任することとされている、障害者の雇用の促
進及びその雇用の継続のための諸条件の整備を図る等の業務を行う障害者
雇用推進者や、障害者の職業生活に関する相談及び指導を行う障害者職業
生活相談員について、雇用する労働者の中からその業務に適した者を選任
し、障害者就業・生活支援センターと連携しつつ、生活面も含めた相談支
援を図るとともに、職場適応援助者（ジョブコーチ）を活用することや障
害者が働いている職場内において関係者によるチームを設置すること等に
より、障害者の職場定着の推進を図る。

(6) 障害及び障害者についての理解の促進
障害者が職場に適応し、その有する能力を最大限に発揮することができ

るよう、職場内の意識啓発を通じ、事業主自身はもとより職場全体の、障
害及び障害者についての理解や認識を深める。

(7) 障害者の人権の擁護
企業内で、障害者への暴行・暴言、年金の詐取等雇用管理等に問題があ

る行為が行われた場合には、適切な対応を図るとともに、再発防止に向け
た周知・啓発を行う。

また、雇用管理や解雇、労働条件等で問題が生じており、企業内では解
決が困難な場合には、その問題解決及び再発防止のために、公共職業安定
所と関係機関が連携する障害者雇用連絡会議、各都道府県労働局に設置さ
れている紛争調整委員会や都道府県労働委員会によるあっせん等を活用す
る。

２ 障害の種類別の配慮事項
(1) 身体障害者

身体障害者については、障害の種類及び程度が多岐にわたることを踏ま
え、職場環境の改善を中心として以下の事項に配慮する。

なお、イからハまでに関して、「身体障害者補助犬法」（平成 14 年法律第
49 号）の改正により、平成 20 年 10 月より、常用労働者を 56 人以上雇用し
ている事業主並びにその特例子会社及び関係会社は、その事業所に勤務す
る身体障害者が身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬及び聴導犬をいう。）を
使用することを拒んではならないこととされ、また、その他の事業主につ
いても拒まないよう努めることとされており、同法に基づき適切に対応す
る。
イ 視覚障害者については、通勤や職場内における移動ができるだけ容易

になるよう配慮する。
また、視覚障害者の約 60％を重度障害者が占めることを踏まえ、個々

の視覚障害者に応じた職務の設計、職域の開発を行うとともに、必要に
応じて、照明や就労支援機器等施設・設備の整備や、援助者の配置等職
場における援助体制の整備を図る。

また、法に基づき企業が選任することとされている、障害者の雇用の促
進及びその雇用の継続のための諸条件の整備を図る等の業務を行う障害者
雇用推進者や、障害者の職業生活に関する相談及び指導を行う障害者職業
生活相談員について、雇用する労働者の中からその業務に適した者を選任
し、障害者就業・生活支援センターと連携しつつ、生活面も含めた相談支
援を図るとともに、職場適応援助者（ジョブコーチ）を活用することや障
害者が働いている職場内において関係者によるチームを設置すること等に
より、障害者の職場定着の推進を図る。

(6) 障害及び障害者についての理解の促進
障害者が職場に適応し、その有する能力を最大限に発揮することができ

るよう、職場内の意識啓発を通じ、事業主自身はもとより職場全体の、障
害及び障害者についての理解や認識を深める。

(7) 障害者の人権の擁護
障害者虐待防止法に基づき、事業主は障害者虐待の防止等を図る。
また、雇用管理や解雇、労働条件等で問題が生じており、企業内では解

決が困難な場合には、その問題解決及び再発防止のために、公共職業安定
所と関係機関が連携する障害者雇用連絡会議、各都道府県労働局に設置さ
れている紛争調整委員会や都道府県労働委員会によるあっせん等を活用す
る。

２ 障害の種類別の配慮事項
(1) 身体障害者

身体障害者については、障害の種類及び程度が多岐にわたることを踏ま
え、職場環境の改善を中心として以下の事項に配慮する。

なお、イからハまでに関して、「身体障害者補助犬法」（平成 14 年法律第
49 号）に基づき、常用労働者を 50 人以上雇用している事業主並びにその特
例子会社及び関係会社は、その事業所に勤務する身体障害者が身体障害者
補助犬（盲導犬、介助犬及び聴導犬をいう。）を使用することを拒んではな
らないこととされ、また、その他の事業主についても拒まないよう努める
こととされており、同法に基づき適切に対応する。

イ 視覚障害者については、通勤や職場内における移動ができるだけ容易
になるよう配慮する。

また、視覚障害者の 60％以上を重度障害者が占めることを踏まえ、個々
の視覚障害者に応じた職務の設計、職域の開発を行うとともに、必要に
応じて、照明や就労支援機器等施設・設備の整備や、援助者の配置等職
場における援助体制の整備を図る。



11

さらに、実態として、あん摩・はり・きゅうといったいわゆるあはき
業における就労に大きく依存せざるを得ない状況にあることから、ヘル
スキーパー（企業内理療師）や特別養護老人ホームにおける機能訓練指
導員としての雇用等、職場の拡大に努める。

ロ 聴覚・言語障害者については、個々の聴覚・言語障害者に応じて職務
の設計を行うとともに、光、振動、文字等、視覚等による情報伝達の設
備の整備や、手話のできる同僚等の育成を図ること等により職場内にお
ける情報の伝達や意思の疎通を容易にする手段の整備を図る。そのほか、
会議、教育訓練等において情報が得られるよう、手話通訳者や要約筆記
者の配置等職場における援助体制の整備を図る。

ハ 肢体不自由者については、通勤や職場内における移動ができるだけ容
易になるよう配慮するとともに、職務内容、勤務条件等が過重なものと
ならないよう留意する。また、障害による影響を補完する設備等の整備
を図る。

ニ 心臓機能障害者、腎臓機能障害者等のいわゆる内部障害者については、
職務内容、勤務条件等が身体的に過重なものとならないよう配慮すると
ともに、必要に応じて、医療機関とも連携しつつ職場における健康管理
のための体制の整備を図る。

ホ 重度身体障害者については、職務遂行能力に配慮した職務の設計を行
うとともに、就労支援機器の導入等作業を容易にする設備・工具等の整
備を図る。また、必要に応じて、援助者の配置等職場における援助体制
を整備する。
さらに、勤務形態、勤務場所等にも配慮する。

ヘ 中途障害者については、円滑な職場復帰を図るため、全盲を含む視覚
障害者に対するロービジョンケアの実施等、パソコンやＯＡ機器等の技
能習得を図るとともに、必要に応じて医療、福祉等の関係機関とも連携
しつつ、地域障害者職業センター等を活用した雇用継続のための職業リ
ハビリテーションの実施、援助者の配置等の条件整備を計画的に進める。

(2) 知的障害者
知的障害者については、複雑な作業内容や抽象的・婉曲な表現を理解す

ることが困難な場合があること、言葉により意思表示をすることが困難な
場合があること等と同時に、十分な訓練・指導を受けることにより、障害
のない人と同様に働くことができることを踏まえ、障害者本人への指導及
び援助を中心として以下の事項に配慮する。
イ 作業工程の単純化、単純作業の抽出等による職域開発を行う。また、

施設・設備の表示を平易なものに改善するとともに、作業設備の操作方
法を容易にする。

ロ 必要事項の伝達に当たっては、分かりやすい言葉遣いや表現を用いる
よう心がける。

ハ 日常的な相談の実施により心身の状態を把握するとともに、雇用の継

さらに、実態として、あん摩・はり・きゅうといったいわゆるあはき
業における就労に大きく依存せざるを得ない状況にあることから、ヘル
スキーパー（企業内理療師）や特別養護老人ホームにおける機能訓練指
導員としての雇用等、職場の拡大に努める。

ロ 聴覚・言語障害者については、個々の聴覚・言語障害者に応じて職務
の設計を行うとともに、光、振動、文字等、視覚等による情報伝達の設
備の整備や、手話のできる同僚等の育成を図ること等により職場内にお
ける情報の伝達や意思の疎通を容易にする手段の整備を図る。そのほか、
会議、教育訓練等において情報が得られるよう、手話通訳者や要約筆記
者の配置等職場における援助体制の整備を図る。

ハ 肢体不自由者については、通勤や職場内における移動ができるだけ容
易になるよう配慮するとともに、職務内容、勤務条件等が過重なものと
ならないよう留意する。また、障害による影響を補完する設備等の整備
を図る。

ニ 心臓機能障害者、腎臓機能障害者等のいわゆる内部障害者については、
職務内容、勤務条件等が身体的に過重なものとならないよう配慮すると
ともに、必要に応じて、医療機関とも連携しつつ職場における健康管理
のための体制の整備を図る。

ホ 重度身体障害者については、職務遂行能力に配慮した職務の設計を行
うとともに、就労支援機器の導入等作業を容易にする設備・工具等の整
備を図る。また、必要に応じて、援助者の配置等職場における援助体制
を整備する。
さらに、勤務形態、勤務場所等にも配慮する。

ヘ 中途障害者については、円滑な職場復帰を図るため、全盲を含む視覚
障害者に対するロービジョンケアの実施等、パソコンやＯＡ機器等の技
能習得を図るとともに、必要に応じて医療、福祉等の関係機関とも連携
しつつ、地域障害者職業センター等を活用した雇用継続のための職業リ
ハビリテーションの実施、援助者の配置等の条件整備を計画的に進める。

(2) 知的障害者
知的障害者については、複雑な作業内容や抽象的・婉曲な表現を理解す

ることが困難な場合があること、言葉により意思表示をすることが困難な
場合があること等と同時に、十分な訓練・指導を受けることにより、障害
のない人と同様に働くことができることを踏まえ、障害者本人への指導及
び援助を中心として以下の事項に配慮する。
イ 作業工程の単純化、単純作業の抽出等による職域開発を行う。また、

施設・設備の表示を平易なものに改善するとともに、作業設備の操作方
法を容易にする。

ロ 必要事項の伝達に当たっては、分かりやすい言葉遣いや表現を用いる
よう心がける。

ハ 日常的な相談の実施により心身の状態を把握するとともに、雇用の継
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続のためには家族等の生活支援に関わる者の協力が重要であることか
ら、連絡体制を確立する。

ニ 重度知的障害者については、生活面での配慮も必要とされることを考
慮しつつ、職場への適応や職務の遂行が円滑にできるよう、必要な指導
及び援助を行う者を配置する。

ホ 十分な指導と訓練を重ねることにより、障害のない人と同様に働くこ
とができることを考慮し、知的障害者の職業能力の向上に配慮する。

また、近年では、製造業のみならず、サービス業や卸売・小売業等、
知的障害者が従事する業種が拡大していることを踏まえ、知的障害者の
特性や能力に応じた就業が可能となるよう、職域の拡大を図る。

(3) 精神障害者
精神障害者については、臨機応変な判断や新しい環境への適応が苦手で

ある、疲れやすい、緊張しやすい、精神症状の変動により作業効率に波が
みられることがある等の特徴が指摘されていることに加え、障害の程度、
職業能力等の個人差が大きいことを踏まえ、労働条件の配慮や障害者本人
への相談・指導・援助を中心として以下の事項に配慮する。
イ 本人の状況を踏まえた根気強く分かりやすい指導を行うとともに、あ

る程度時間をかけて職務内容や配置を決定する。
ロ 職務の難度を段階的に引き上げる、短時間労働から始めて勤務時間を

段階的に延長する、本人の状況に応じ職務内容を軽減する等必要に応じ
勤務の弾力化を図る。特に、当初は長時間の勤務が困難な精神障害者に
ついては、採用に当たり本人の適性や状況を見極めた上で職務内容や勤
務時間を決定し、採用後は常用雇用に移行できるよう、勤務時間を段階
的に引き上げながら円滑に職場に定着できるよう配慮する。

ハ 日常的に心身の状態を確認するとともに、職場での円満な人間関係が
保てるよう配慮する。また、通院時間、服薬管理等の便宜を図る。

ニ 職場への適応、職務の遂行が円滑にできるよう、必要な指導及び援助
を行う者を配置するとともに、必要に応じて職場適応援助者（ジョブコ
ーチ）の活用も図る。

ホ 企業に採用された後に精神疾患を有するに至った者については、企業
内の障害者職業生活相談員や産業医等による相談・指導・援助のほか、
地域障害者職業センターによる職場復帰支援（リワーク支援）や精神保
健福祉センターによる支援等の活用により、医療機関や職業リハビリテ
ーション機関との連携を図りながら、円滑な職場復帰に努める。

(4) その他障害者
発達障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等により長期にわたり職

業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者に
ついては、個々の障害の状況を十分に把握し、必要に応じて障害に関する

続のためには家族等の生活支援に関わる者の協力が重要であることか
ら、連絡体制を確立する。

ニ 重度知的障害者については、生活面での配慮も必要とされることを考
慮しつつ、職場への適応や職務の遂行が円滑にできるよう、必要な指導
及び援助を行う者を配置する。

ホ 十分な指導と訓練を重ねることにより、障害のない人と同様に働くこ
とができることを考慮し、知的障害者の職業能力の向上に配慮する。
また、近年では、製造業のみならず、サービス業や卸売・小売業等、

知的障害者が従事する業種が拡大していることを踏まえ、知的障害者の
特性や能力に応じた就業が可能となるよう、職域の拡大を図る。

(3) 精神障害者
精神障害者については、臨機応変な判断や新しい環境への適応が苦手で

ある、疲れやすい、緊張しやすい、精神症状の変動により作業効率に波が
みられることがある等の特徴が指摘されていることに加え、障害の程度、
職業能力等の個人差が大きいことを踏まえ、労働条件の配慮や障害者本人
への相談・指導・援助を中心として以下の事項に配慮する。
イ 本人の状況を踏まえた根気強く分かりやすい指導を行うとともに、あ

る程度時間をかけて職務内容や配置を決定する。
ロ 職務の難度を段階的に引き上げる、短時間労働から始めて勤務時間を

段階的に延長する、本人の状況に応じ職務内容を軽減する等必要に応じ
勤務の弾力化を図る。特に、当初は長時間の勤務が困難な精神障害者に
ついては、採用に当たり本人の適性や状況を見極めた上で職務内容や勤
務時間を決定し、採用後は常用雇用に移行できるよう、勤務時間を段階
的に引き上げながら円滑に職場に定着できるよう配慮する。

ハ 日常的に心身の状態を確認するとともに、職場での円満な人間関係が
保てるよう配慮する。また、通院時間、服薬管理等の便宜を図る。

ニ 職場への適応、職務の遂行が円滑にできるよう、必要な指導及び援助
を行う者を配置するとともに、必要に応じて職場適応援助者（ジョブコ
ーチ）の活用も図る。

ホ 企業に採用された後に精神疾患を有するに至った者については、企業
内の障害者職業生活相談員や産業医等による相談・指導・援助のほか、
地域障害者職業センターによる職場復帰支援（リワーク支援）、産業保健
推進センターや精神保健福祉センターによる支援等の活用により、医
療・保健機関や職業リハビリテーション機関との連携を図りながら、円
滑な職場復帰に努める。

(4) その他障害者
発達障害、難病等に起因する障害、高次脳機能障害等により長期にわたり

職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者に
ついては、個々の障害の状況を十分に把握し、必要に応じて障害に関する職
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職場の同僚等の理解を促進するための措置を講じるとともに、職場内の人
間関係の維持や当該障害者に対して必要な援助・指導を行う者の配置、障
害状況に応じた職務設計、勤務条件の配慮等を行う。

第４ 障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るため講じようとする施策の
基本となるべき事項

障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るに当たっては、今後とも社会全
体の理解と協力を得るよう啓発に努め、ノーマライゼーションの理念を一層浸透
させるとともに、この理念に沿って、障害者が可能な限り一般雇用に就くことが
できるようにすることが基本となる。この点を踏まえ、公的機関・民間企業に対
して雇用率達成に向けた指導を行うとともに、更なる積極的な障害者雇用を図る
ための取組を推進する。また、雇用施策に立ち後れの見られる精神障害者に重点
を置きつつ、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな対策を総合的に講ずること
とする。さらに、厳しい雇用失業情勢の結果、障害者の解雇者数が増加傾向にあ
ることにかんがみ、障害者にしわ寄せがいかないよう障害者の雇用の維持、解雇
の防止及び再就職対策を強化するとともに、中小企業における雇用の促進、雇用
の継続や職場定着を図るなど、以下に重点を置いた施策の展開を図っていくもの
とする。

１ 障害者雇用率制度の達成指導の強化
法定雇用率の達成に向けて、公的機関については平成 24 年度までにすべて

の機関における雇用率達成を図ることを目標として、未達成機関を公表する
こと等により指導を強力に実施する。民間企業についても、達成指導を強力
に実施するとともに、指導にもかかわらず一定の基準を満たさない企業につ
いては、企業名の公表を実施する。
この場合、必要に応じて、特例子会社制度のほか、事業協同組合等に係る算

定特例や企業グループに係る算定特例といった新たな制度の積極的な周知を
図り、その活用を促す。

また、除外率制度については、職場環境の整備等をさらに進めつつ、周知・
啓発を行いながら、廃止に向けて平成 16 年度より段階的に縮小を進めること
とされており、平成 20 年の法改正を踏まえた更なる縮小を行うとともに、今
後も段階的縮小を着実に実施する。また、国及び地方公共団体の除外職員制度
についても、除外率への転換を図るとともに、企業との均衡を配慮して、同様
の方向で進める。

さらに、除外率設定業種における障害者の雇用状況を把握するとともに、除
外率設定業種における雇用事例の収集・提供、職域拡大を図るための措置等を
推進することにより、縮小していく場合の障害者の雇用促進につき、支援を行
う。

２ 事業主に対する援助・指導の充実等

場の同僚等の理解を促進するための措置を講じるとともに、職場内の人間関
係の維持や当該障害者に対して必要な援助・指導を行う者の配置、障害状況
に応じた職務設計、勤務条件の配慮等を行う。

第４ 障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るため講じようとする施策の
基本となるべき事項

障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るに当たっては、今後とも社会全
体の理解と協力を得るよう啓発に努め、ノーマライゼーションの理念を一層浸透
させるとともに、この理念に沿って、障害者が可能な限り一般雇用に就くことが
できるようにすることが基本となる。この点を踏まえ、公的機関・民間企業に対
して雇用率達成に向けた指導を行うとともに、更なる積極的な障害者雇用を図る
ための取組を推進する。また、新たに法定雇用率の算定基礎の対象となる精神障
害者に重点を置きつつ、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな対策を総合的に
講ずることとする。さらに、障害者の解雇者数は減少傾向にあるものの、引き続
き障害者の雇用の維持、解雇の防止及び再就職対策に取り組むとともに、中小企
業における雇用の促進、雇用の継続や職場定着を図るなど、以下に重点を置いた
施策の展開を図っていくものとする。

１ 障害者雇用率制度の達成指導の強化
法定雇用率の達成に向けて、公的機関については平成 29 年度までにすべて

の機関における雇用率達成を図ることを目標として、未達成機関を公表する
こと等により指導を強力に実施する。民間企業については、法定雇用率の引
上げに伴い法定雇用率未達成企業が増加している状況を踏まえ、達成指導を
強力に実施する一方、企業の求人充足に向けた支援を推進する。その上で、
雇用の状況が一定の基準を満たさない企業については、企業名の公表を実施
する。
この場合、必要に応じて、特例子会社制度のほか、事業協同組合等に係る算

定特例や企業グループに係る算定特例といった制度の積極的な周知を図り、そ
の活用を促す。

また、除外率制度については、職場環境の整備等をさらに進めつつ、周知・
啓発を行いながら、廃止に向けて平成 16 年度より段階的に縮小を進めること
とされており、今後も段階的縮小を着実に実施する。また、国及び地方公共団
体の除外職員制度についても、除外率への転換を図るとともに、企業との均衡
を配慮して、同様の方向で進める。
さらに、除外率設定業種における障害者の雇用状況を把握するとともに、除

外率設定業種における雇用事例の収集・提供、職域拡大を図るための措置等を
推進することにより、縮小していく場合の障害者の雇用促進につき、支援を行
う。

２ 事業主に対する援助・指導の充実等
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障害者雇用に関する好事例を積極的に周知するとともに、発達障害、難病
等の慢性疾患、高次脳機能障害等障害が多様化してきていることも踏まえ、
障害者の雇用管理に関する先進的な知識、情報を提供すること等により事業
主の取組を促進する。
また、試行（トライアル）雇用制度等を活用し、障害者雇用の経験のない事

業主に対しても、障害者雇用に対する理解を深め、障害者雇用に取り組むきっ
かけ作りを行う。

さらに、平成 20 年の法改正による障害者雇用納付金制度の適用拡大に向け
た中小企業に対する周知・徹底を行う中で、障害者雇用に対する理解を促進す
るとともに、各種助成金や支援制度の活用により、中小企業における障害者雇
用の促進を図る。

このほか、障害者の職業の安定を図るためには、雇入れの促進のみならず、
雇用の継続が重要であることから、障害者や事業主に対する職場適応指導、き
め細かな相談・援助を行うとともに、各種助成措置を充実すること等により、
障害の種類及び程度に応じた適正な雇用管理を促進する。

なお、障害者雇用納付金制度を適正に運営することにより、障害者雇用に伴
う事業主間の経済的負担を調整するとともに、助成金制度を活用することによ
り障害者の雇用の促進及び継続を図る。特に、平成 20 年の法改正による障害
者雇用納付金制度の適用拡大や短時間労働者の雇用率算入に当たっては、それ
により新たに納付金・調整金を申告する必要が生ずる事業主に対して十分な周
知を行うとともに、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構においても、納付
金徴収業務の適切な運用を図る。

障害者雇用納付金の申告・納付並びに調整金、報奨金及び助成金の支給申請
手続については、ＩＴ化を踏まえた申請方法等により、簡素化に努めることと
する。

３ 障害者の雇用の維持、解雇の防止と再就職対策の強化
公共職業安定所において、在職中の障害者の状況の把握・確認に基づき、離

職に至ることを未然に防止するよう障害者に対する相談や事業主に対する指
導を実施するとともに、やむなく離職に至った場合には、再就職に向けた相談
援助の実施等の雇用支援の強化を行う。

また、官公需における障害者を多数雇用する企業及び障害者雇用率達成状況
への効果的な配慮の方法について検討する。

４ 重度障害者の雇用・就労の確保
重度障害者の雇用の場を確保するため、助成金制度も活用しつつ重度障害者

多数雇用事業所及び特例子会社の設置を促進するとともに、第３セクター方式
による重度障害者雇用企業による雇用・就労の場の確保を図る。

障害者雇用に関する好事例を積極的に周知するとともに、発達障害、難病
等に起因する障害、高次脳機能障害等障害が多様化してきていることも踏ま
え、障害者の雇用管理に関する先進的な知識や情報の提供等により事業主の
取組を促進する。
また、中小企業における職場実習や企業見学会等を活用し障害者雇用の経験

のない事業主に対しても、障害者雇用に対する理解を深め、障害者雇用に取り
組むきっかけ作りを行う。

さらに、平成 27 年からの障害者雇用納付金制度の対象事業主の拡大に向け
た中小企業に対する周知・徹底を行う中で、障害者雇用に対する理解を促進す
るとともに、拡充する障害者トライアル雇用事業や各種助成金の活用、就職面
接会の充実、障害者雇用に関する課題へのコンサルティングの実施等により、
中小企業に対する支援の充実を図る。

このほか、障害者の職業の安定を図るためには、雇入れの促進のみならず、
雇用の継続が重要であることから、障害者や事業主に対する職場適応指導、き
め細かな相談・援助を行うとともに、職場適応援助者（ジョブコーチ）支援、
障害者就業・生活支援センター事業、各種助成措置を充実すること等により、
障害の種類及び程度に応じた適正な雇用管理を促進する。

なお、障害者雇用納付金制度を適正に運営することにより、障害者雇用に伴
う事業主間の経済的負担を調整するとともに、助成金制度を活用することによ
り障害者の雇用の促進及び継続を図る。特に、障害者雇用納付金制度の対象事
業主の拡大に当たっては、それにより新たに納付金・調整金を申告する必要が
生ずる事業主に対して十分な周知を行うとともに、独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構においても、納付金徴収業務の適切な運用を図る。

障害者雇用納付金の申告・納付並びに調整金、報奨金及び助成金の支給申請
手続については、電子申告申請の活用等により、簡素化に努めることとする。

３ 障害者の雇用の維持、解雇の防止と再就職対策の強化
公共職業安定所において、在職中の障害者の状況の把握・確認に基づき、離

職に至ることを未然に防止するよう障害者に対する相談や事業主に対する指
導を実施するとともに、やむなく離職に至った場合には、再就職に向けた相談
援助の実施等の雇用支援の強化を行う。
また、平成 25 年４月に施行された「国等による障害者就労施設等からの物

品等の調達の推進等に関する法律」（平成 24 年法律第 50 号。以下「障害者優
先調達推進法」という。）に基づき、公契約について、競争に参加する者の資
格を定めるに当たって法定雇用率を満たしていること等に配慮する等障害者
の就労を促進するために必要な措置を講ずるよう努める。

４ 重度障害者の雇用・就労の確保
重度障害者の雇用の場を確保するため、助成金制度も活用しつつ重度障害者

を多数雇用する事業所の設置を促進し、職域の拡大及び職場環境の整備を図
る。
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また、福祉施設等や特別支援学校から一般雇用への移行といった一般雇用に
就くために特に支援が必要な場合については、移行前の段階から障害者のキャ
リア形成に配慮した処遇がなされることも念頭に置いて、職場適応援助者（ジ
ョブコーチ）の活用等福祉機関等との連携による雇用支援体制の整備に努める
とともに、職務の見直し、職域の拡大、施設・設備の改善の促進、障害者及び
事業主に対する相談等の施策の充実を図る。

５ 精神障害者の雇用対策の推進
精神障害者については、公共職業安定所を通じた新規求職申込件数が近年大

幅に増加していることと比べると、企業における雇用はそれほど進んでいない
状況にある。

このため、精神障害者を雇用義務の対象とするための環境が早急に整うよ
う、段階的に勤務時間を引き上げる等、適切な雇用管理により職場への定着を
推進することを始め、福祉、保健・医療等の関係機関との緊密な連携の下に、
障害者就業・生活支援センターによる就業面と生活面の一体的な支援、職場適
応援助者（ジョブコーチ）によるきめ細やかな人的支援を含め、職業リハビリ
テーションの措置の的確な実施に努めるとともに、各種助成措置の活用も図り
つつ、雇用の促進及び継続を図る。また、職場環境への適応、適切な対人関係
や労働習慣の形成等の観点から、就労移行支援事業や精神障害者社会適応訓練
等との連携を図る。

さらに、障害者団体や精神障害者の雇用に積極的に取り組む企業とも連携し
つつ、精神障害者に関する好事例の収集・提供等により、積極的に啓発・広報
を行い、事業主の理解の促進を図るとともに、福祉及び保健・医療の関係者等
に対しても、精神障害者の雇用に関する取組を促すための啓発を行う。

加えて、企業におけるメンタルへルス対策の推進を図るとともに、採用後に
精神疾患を有するに至った者に対する地域障害者職業センターにおける職場
復帰支援（リワーク支援）を拡充する等、支援施策の推進を図る。

６ 発達障害者、難病等の慢性疾患患者等に対する支援
発達障害者、難病等の慢性疾患患者、高次脳機能障害を有する者等について

も、発達障害者に対する専門的支援カリキュラムを充実する等地域障害者職業
センター等による職業評価・職業準備支援等の実施、障害者就業・生活支援セ
ンターよる生活面も含めた支援、職場適応援助者（ジョブコーチ）の活用等、
それぞれの障害特性等に応じたきめ細かな職業リハビリテーションを実施す
る。その際、発達障害者支援センター、難病相談・支援センター、高次脳機能
障害支援拠点機関等、地域の関係機関との連携を図る。

また、外見からは障害があることが分かりにくい、具体的な対応方法が分か

また、福祉施設等や特別支援学校等から一般雇用に就くために特に支援が
必要な場合については、移行前の段階から障害者のキャリア形成に配慮した
処遇がなされることも念頭に置いて、職場適応援助者（ジョブコーチ）の活
用等福祉機関等との連携による雇用支援体制の整備に努めるとともに、職務
の見直し、職域の拡大、施設・設備の改善の促進、障害者及び事業主に対す
る相談等の施策の充実を図る。

５ 精神障害者の雇用対策の推進
精神障害者については、企業で雇用される精神障害者の数が増加し、改正法

により平成 30 年 4 月から法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加えることと
したことを踏まえ、企業に対する支援の強化、精神障害者に対する更なる就労
支援の充実を図る。

具体的には、精神障害者を対象とする障害者トライアル雇用期間を最大 12
か月まで延長することや各種助成措置の充実を図りつつ、段階的に勤務時間を
引き上げる等、適切な雇用管理により職場への定着を推進することを始め、福
祉、教育、医療等の関係機関との緊密な連携の下に、障害者就業・生活支援セ
ンターによる就業面と生活面の一体的な支援、職場適応援助者（ジョブコーチ）
や精神障害者雇用トータルサポーターによるきめ細かな人的支援を含め、職業
リハビリテーションの措置の的確な実施に努めることにより、雇用の促進及び
継続を図る。また、職場環境への適応、適切な対人関係や労働習慣の形成等の
観点から、就労移行支援事業等との連携を図る。

さらに、障害者団体や精神障害者の雇用に積極的に取り組む企業とも連携し
つつ、精神障害者に関する好事例の収集・提供等により、積極的に啓発・広報
を行い、事業主の理解の促進を図るとともに、福祉及び医療の関係者等に対し
ても、精神障害者の雇用に関する取組を促すための啓発を行う。

加えて、企業におけるメンタルへルス対策の推進を図るとともに、採用後に
精神疾患を有するに至った者に対する地域障害者職業センターにおける職場
復帰支援（リワーク支援）を拡充する等、支援施策の推進を図る。

この他、雇用ノウハウの蓄積のためのモデル事業や医療機関における就労支
援の取組・連携を促進するモデル事業を実施し、支援ノウハウを蓄積するとと
もに、他の企業や医療機関への普及を図る。

６ 発達障害者、難病患者等に対する支援
発達障害者、難病患者等、高次脳機能障害を有する者等についても、発達障

害者に対する体系的支援プログラムを全国で実施する等地域障害者職業セン
ター等による職業評価・職業準備支援等の実施、障害者就業・生活支援センタ
ーよる生活面も含めた支援、職場適応援助者（ジョブコーチ）や難病患者就職
サポーターの活用等、それぞれの障害特性等に応じたきめ細かな職業リハビリ
テーションを実施する。その際、発達障害者支援センター、難病相談・支援セ
ンター、高次脳機能障害支援拠点機関等、地域の関係機関との連携を図る。

また、外見からは障害があることが分かりにくい、具体的な対応方法が分か
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らない等、事業主の雇用管理上の不安があることを踏まえ、雇用管理手法の研
究、好事例の収集・提供等により、事業主の理解の促進を図る。

７ 多様な雇用・就労形態の促進
短時間労働、在宅就労等の普及は障害者がその能力や特性に応じて働くため

の機会の増大につながるものであり、必要な支援、環境作りに取り組むことと
する。特に通勤が困難な重度障害者等を念頭に在宅就業においてＩＴを活用す
るとともに、自宅等で就業する障害者に対し、仕事の受発注や技能の向上に係
る援助を行う在宅就業支援団体の育成等の支援策の充実等を図る。

８ 適切な雇用管理の確保等
雇用の継続のためには、採用後の雇用環境を整えることが重要であることか

ら、障害者権利条約において規定されている、個々の状況に応じて必要な調
整・変更等の配慮を提供するといった「合理的配慮」の考え方に留意しつつ、
各種助成金も活用しながら、採用から配置、処遇、教育訓練等の様々な局面に
おいて、きめ細かな雇用管理が行われるよう、事業主の理解の促進を図る。
解雇、賃金不払い等の労働条件の問題のほか、障害者への暴行・暴言や年金

の詐取等、雇用管理等に問題が生じている場合について、紛争調整委員会等に
よる迅速な解決を図るとともに、障害者本人や家族、同僚等の相談も踏まえ、
公共職業安定所や労働基準監督署等の関係機関が情報を共有しつつ、迅速な問
題の把握及び適切な対応を図る。

９ 関係機関との連携等
「『福祉から雇用へ』推進５か年計画」に基づき、本人の意欲・能力に応じ

た一般雇用への移行を図るほか、特別支援学校等卒業生の雇用を促進するた
め、公共職業安定所を中心とした「チーム支援」を推進することや、地域障害
者職業センターにおける地域の就労支援を担う人材の育成その他の関係機関
に対する助言・援助等を行うこと等により、福祉、教育等の関係機関との間の
連携・支援を強化する。
また、特に、知的障害者や精神障害者は、職場環境を始めとする環境の変化

による影響を受けやすいこと、地域における社会生活面での配慮が不可欠であ
ること等から、地域レベルにおいて、障害者就業・生活支援センターや地方公
共団体、社会福祉法人、ＮＰＯ等の民間部門との連携も図りつつ、生活全般に
関わる支援を行うこととする。
このような点を踏まえ、障害者の職業生活に関わる社会環境を地域に根ざし

た形で、住宅、交通手段等も含め総合的に整備していくことが重要であり、こ
れに対する援助措置の充実に努める。

らない等、事業主の雇用管理上の不安があることを踏まえ、雇用管理手法の研
究、好事例の収集・提供等により、事業主の理解の促進を図る。

７ 多様な雇用・就労形態の促進
短時間労働、在宅就労等の普及は障害者がその能力や特性に応じて働くため

の機会の増大につながるものであり、必要な支援、環境作りに取り組むことと
する。特に通勤が困難な重度障害者等を念頭に在宅就業においてＩＴを活用す
るとともに、自宅等で就業する障害者に対し、仕事の受発注や技能の向上に係
る援助を行う在宅就業支援団体の育成等の支援や障害者優先調達推進法に基
づき、在宅就業障害者等からの物品等の優先調達を着実に実施する。

８ 適切な雇用管理の確保等
雇用の継続のためには、採用後の雇用環境を整えることが重要であることか

ら、各種助成金も活用しながら、採用から配置、処遇、教育訓練等の様々な局
面において、きめ細かな雇用管理が行われるよう、事業主の理解の促進を図る
とともに、今後、改正法に基づき「雇用の分野における障害者と障害者でない
者との均等な機会の確保等に関する指針」の策定等を行い、当該指針の周知や
事業主に対する必要な支援を併せて行うことにより、障害者と障害者でない者
との均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有効な発揮を図
る。
解雇、賃金不払い等の労働条件の問題のほか、障害者への暴行・暴言や年金

の詐取等、雇用管理等に問題が生じている場合について、紛争調整委員会等に
よる迅速な解決を図るとともに、障害者虐待防止法に基づき、障害者本人や家
族、同僚等の相談も踏まえ、公共職業安定所や労働基準監督署、地方公共団体
等の関係機関が情報を共有しつつ、迅速な問題の把握及び適切な対応を図る。

９ 関係機関との連携等
障害者基本計画に基づき、本人の意欲・能力に応じた一般雇用への移行を図

るほか、特別支援学校等卒業生や精神障害者の雇用を促進するため、公共職業
安定所を中心とした「チーム支援」を推進することや、地域障害者職業センタ
ーにおける地域の就労支援を担う人材の育成その他の関係機関に対する助
言・援助等を行うこと等により、福祉、教育、医療等の関係機関との間の連携・
支援を強化する。
また、特に、知的障害者や精神障害者は、職場環境を始めとする環境の変化

による影響を受けやすいこと、地域における社会生活面での配慮が不可欠であ
ること等から、地域レベルにおいて、障害者就業・生活支援センターや地方公
共団体、社会福祉法人、ＮＰＯ等の民間部門との連携も図りつつ、生活全般に
関わる支援を行うこととする。
このような点を踏まえ、障害者の職業生活に関わる社会環境を地域に根ざし

た形で、住宅、交通手段等も含め総合的に整備していくことが重要であり、こ
れに対する援助措置の充実に努める。
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10 障害者雇用に関する啓発、広報
障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るためには、国民一人一人の障

害者雇用や障害者の職業能力開発、技能の向上の重要性に対する理解や、障害
者が一定の配慮・支援があれば就労や職場復帰が十分可能であることについて
の理解を高めることが不可欠であることから、事業主団体、労働組合、障害者
団体の協力も得ながら、事業主、労働者、障害者本人及びその家族や福祉、保
健・医療、教育に携わる者等を含め広く国民一般を対象とした啓発、広報を推
進する。
また、実際に多くの事業主が障害者の雇用に積極的に取り組んでおり、これ

らの取組を好事例として収集・広報等を行うとともに、このような事業主が社
会的な評価を得られるような広報を推進することにより、障害者雇用の取組の
一層の拡大を図る。

11 研究開発等の推進
障害者雇用の実態把握のための基礎的な調査研究を計画的に推進する。ま

た、職業リハビリテーションの質的向上、職業リハビリテーションに関する知
識及び技術の体系化、障害者の職域拡大及び職業生活の向上を図るため、障害
の種類及び程度ごとの障害特性、職業能力の評価、職域の開発・拡大、雇用開
発等の障害者雇用に係る専門的な研究を事業主団体等の協力も得て計画的に
推進する。さらに、雇用の分野と福祉の分野との間の円滑な移行を確保する上
での問題等障害者の雇用に関する今後の課題に関する研究を積極的に推進す
るとともに、発達障害者を含め、障害者がＩＴ機器を利用するためのソフト等
の開発に努めるとともに、障害の特性に応じた効果的な活用及びその指導法の
研究開発に努める。
また、発達障害者や難病等の慢性疾患を含めた障害・疾患等について雇用管

理に関する情報の収集、蓄積等に努める。
併せて、これらの研究成果については、十分に施策に反映させるとともに関

係者に積極的に提供する等、その活用に努める。

12 国際交流、国際的な取組への対応等
平成 18 年 12 月に国連総会で採択された障害者権利条約に対応するため、労

働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、「合理的配慮」の提供等
について、障害者団体等の関係者の意見を聴いて、国内法制の整備に向けた検
討を行う。
また、アジア太平洋障害者の十年最終年会議で採択されたびわこミレニアム

フレームワークに基づき、開発途上国に対する職業リハビリテーション分野の
技術協力、先進諸国との間で障害者雇用に係る情報交換や関係者間の相互交流
を進める等我が国の国際的地位にふさわしい国際交流、国際協力を一層推進す
る。

10 障害者雇用に関する啓発、広報
障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るためには、国民一人一人の障

害者雇用や障害者の職業能力開発、技能の向上の重要性に対する理解や、障害
者が一定の配慮・支援があれば就労や職場復帰が十分可能であることについて
の理解を高めることが不可欠であることから、事業主団体、労働組合、障害者
団体の協力も得ながら、事業主、労働者、障害者本人及びその家族や福祉、教
育、医療に携わる者等を含め広く国民一般を対象とした啓発、広報を推進する。
また、実際に多くの事業主が障害者の雇用に積極的に取り組んでおり、これ

らの取組を好事例として収集し、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機
構が運営する障害者雇用リファレンスサービスの充実等を通じて周知・広報等
を行うとともに、このような事業主が社会的な評価を得られるような広報を推
進することにより、障害者雇用の取組の一層の拡大を図る。

11 研究開発等の推進
障害者雇用の実態把握のための基礎的な調査研究を計画的に推進する。ま

た、職業リハビリテーションの質的向上、職業リハビリテーションに関する知
識及び技術の体系化、障害者の職域拡大及び職業生活の向上を図るため、障害
の種類及び程度ごとの障害特性、職業能力の評価、職域の開発・拡大、雇用開
発等の障害者雇用に係る専門的な研究を事業主団体等の協力も得て計画的に
推進する。さらに、雇用の分野と福祉、教育、医療の分野との間の円滑な移行
を確保する上での問題等障害者の雇用に関する今後の課題に関する研究を積
極的に推進することに加え、職業リハビリテーションの関係者や事業主にとっ
て利用しやすいマニュアル、教材、ツール等を作成するとともに、障害の特性
に応じた効果的な活用及びその指導法の研究開発に努める。
また、発達障害者や難病等に起因する障害を含めた障害・疾患等について雇

用管理に関する情報の収集、蓄積等に努めるとともに、難病患者等の職業生活
上の困難さを把握・判断するための研究を行う。
併せて、これらの研究成果については、十分に施策に反映させるとともに関

係者に積極的に提供する等、その活用に努める。

12 国際交流、国際的な取組への対応等
障害者権利条約を踏まえ、雇用の分野における障害者に対する差別の禁止

及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を定めるこ
と等を内容とする改正法の着実な施行を図る。
また、「アジア太平洋障害者の十年（2013－2022）」の行動計画として平成

24 年 11 月に採択された「アジア太平洋障害者の権利を実現する仁川戦略」に
基づき、開発途上国に対する職業リハビリテーション分野の技術協力、先進
諸国との間で障害者雇用に係る情報交換や関係者間の相互交流を進める等我
が国の国際的地位にふさわしい国際交流、国際協力を一層推進する。
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